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１ 2024年12月期 通期業績
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売上高

■クラウド事業 修正予想は僅かに未達も、ホリゾンタルSaaSが好調に推移し期初予想を上回る
ホリゾンタルSaaS：新規案件の大型化および好調なアップセルにより売上高2,926百万円（前年比＋32.6％）と順調に推移

バーティカルSaaS：小規模顧客の解約、オプションの見直し（一部廃止）の影響を受け売上高784百万円（前年比＋5.4％）に止まる

■オンプレミス事業 既存顧客への積極的な提案が奏功し、複数顧客がクラウド移行の検討を開始
クラウド移行および解約により微減が続くが、売上高558百万円（前年比△6.5%）は修正予想での着地

■プロフェッショナルサービス事業 複数プロジェクトの受注により、上半期の無償稼働をカバーし伸長
前期大型プロジェクトの反動減で売上高584百万円（前年比△18.4％）となったが、提案活動の積極化によりSaaS導入支援サービスや、

クラウド移行支援サービスなど多数のプロジェクトを受注

2024年12月期通期 連結業績ハイライト

売上原価

販管費

営業利益

■動作環境の最適化を通じたコスト抑制等により売上原価率は42.9％（前年比△3.7％）に改善
クラウド事業の成長に伴いインフラコストが増加するも、動作環境の構成見直しなどに努め適切なコントロールを継続

■新規顧客獲得に向けた販促強化に伴い販管費率は41.7%（前年比＋1.4％）に増加
イベントマーケティングを中心とする販促活動を強化しており、販管費は増加傾向にあるが適切なコントロールを継続

■クラウド売上の伸長および売上原価の抑制により販管費増をこなし、営業利益は修正予想を上回る
クラウド事業の成長、売上原価の抑制により、売上高総利益は2,872百万円（前年比＋21.3％）

販管費は広告販促費への積極投資を行い、営業利益は773百万円（前年比＋33.9％）

引き続き販促活動を強化しつつも適切なコストコントロールを継続し、顧客獲得と利益確保の両立を目指す
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2024年12月期通期 連結業績
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・売上高はクラウド事業が牽引し、上方修正後の水準にほぼ達しつつ前年比＋24.4%の好調な成長

・インフラコストや広告販促費を中心に適切なコントロールを維持し、営業利益は前年比＋33.9％を達成

単位：百万円

2023年12月期 2024年12月期 2024年12月期 2024年12月期

実績 期初予想
修正予想

（2024年8月公表）
実績

4,440 4,800 5,050 5,033 593 13.4% △ 16 △0.3%

クラウド事業 3,127 3,706 3,904 3,891 764 24.4% △ 12 △0.3%

オンプレミス事業 597 493 558 558 △ 39 △6.5% 0 0.0%

プロフェッショナルサービス事業 715 599 587 584 △ 131 △18.4% △ 3 △0.6%

2,072 2,241 2,200 2,160 88 4.3% △ 39 △1.8%

2,367 2,559 2,849 2,872 504 21.3% 23 0.8%

売上総利益率 53.3% 53.3% 56.4% 57.1% - - - -

1,790 1,978 2,086 2,099 309 17.3% 12 0.6%

577 580 762 773 195 33.9% 10 1.4%

営業利益率 13.0% 12.1% 15.1% 15.4% - - - -

563 578 758 766 203 36.1% 8 1.1%

親会社株主に帰属する当期純利益 424 400 527 551 127 29.9% 23 4.5%

親会社株主に帰属する当期純利益率 9.6% 8.3% 10.5% 11.0% - - - -

販売費及び一般管理費

営業利益

税金等調整前当期純利益

売上高

売上原価

売上総利益

修正予想比前期比
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売上構成

・成長ドライバーSmartDB®を擁するホリゾンタルSaaSは前年比719百万円増（＋32.6％）と順調に伸長

・総売上高に占めるクラウド事業の割合は77.3％（前年比＋6.9％）に達し、クラウドシフトが順調に進展

セグメント別売上構成 セグメント別売上構成比率

（百万円）
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FY2023 FY2024

バーティカルSaaS ＋40M（＋5.4％）

DCR   ＋4M（＋2.5％）

メンテナンス △14M（△2.6％）

ライセンス △24M（△53.1％）

プロフェッショナル
サービス △131M（△18.4％）

70.4%
77.3%

13.5%

11.1%

16.1%
11.6%

FY2023 FY2024

プロフェッショナル
サービス △4.5％

オンプレミス  △2.4％

ス
ト
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クラウド

+ 6.9％
ホリゾンタルSaaS

＋719M（＋32.6％）
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営業費用（売上原価および販管費）

営業費用の構成（前年同期比）

・売上高が増加したことによって、材料費（インフラコスト等）が増加するも、全般的に効率化を図り前年水準を維持

・販管費は販促活動の積極化に伴う広告販促費に加え、昇給・増員に伴う人件費等が増加するも適切なコントロールを維持

（百万円）

販
管
費

売
上
原
価

広告販促費
＋124M（＋25.4％）

1,427 1,424 

618 696 

1,326 
1,524 

490 

614 

FY23Q4 FY24Q4

広告販促費除く販管費
＋197M（＋14.9％）

材料費
＋78M（＋12.7％）

材料費除く売上原価
△2M（△0.2％）

営業費用の推移

（百万円）

売上高

広告販促費

広告販促費
除く販管費

材料費

材料費除く
売上原価

注）23年4Q売上原価および販管費は決算賞与41百万円、上場関連費用8百万円が含まれております。
24年4Q売上原価および販管費は決算賞与64百万円が含まれております。

注）「営業費用の構成」は2023年4Q累計および2024年4Q累計の数値となります。
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コスト構造

・製品開発および研究開発活動に投入した費用を含む売上原価率は42.9％と前年比△3.7%の改善

・販促作業費（原価部門社員の営業支援コスト）を含む広告販促費は、売上比12.2％の614百万円と適切なコントロールを継続
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（注1）「研究開発活動に投入した費用の合計」は、製品開発に従事する社員の労務費および製造経費に子会社への業務委託費（単体ベース）を合計した額です
（注2）「外部へ支出した広告販促費」は、広告販促費合計から販促作業費振替（製造原価部門社員のプリセールス活動に投入した作業費）を控除した額です

外部へ支出した広告販促費
326M（注2）

売上原価 2,160M
（売上原価率42.9％）

売上高 材料費
（インフラ）

労務費

その他
製造費用

ソフトウェア
資産振替

販促作業費
振替

売上
総利益 人件費

広告
販促費

その他
販管費

営業利益

100％売上構成比

研究開発活動に投入した費用
の合計 692M（注1）

（百万円）

14％ 28％ 10％ 3％ 6％ 57％ 20％ 12％ 9％ 15％
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人員推移および１人あたりの売上高

職種別人員推移 1人あたりの売上高

前年比 + 4名

１）管理  ：人事、経理、財務、総務、広報、デザイン、情報システムに携わる管理部門人員数の合計
２）営業・販促  ：マーケティング、インサイドセールス、フィールドセールス、資格認定制度の運営に携わる人員数の合計
３）導入・サービス ：SaaSの導入支援（オンボーディング）や利活用促進、DCR継続開発、プラグイン改修などのプロフェッショナルサービスに携わる人員数の合計
４）開発・運用保守 ：各種プロダクトの研究開発、UI/UXデザイン、サービス運用およびメンテナンス、問合せ対応に携わる人員の合計

104 104 108 113 115 117 118 118 113 114 115 113

52 50 49 48 48 50 53 53 60 60 55 55

47 57 57 53 55 56 54 54 55 56 61 61

40
40 40 39 39 39 39 43 42 42 44 43

243
251 254 253 257 262 264 268 270 272 275 272

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2022年 2023年 2024年

管理

営業・販促

導入・サービス

開発・運用保守

14

16

18

FY2022 FY2023 FY2024

（百万円）

・生産性の向上に伴い1人あたりの売上高が着実に増加／2025年は非連続的な成長に向け大幅増員を計画

・開発部門所属のデザイナーを販促部門へ異動し販促体制を強化



各セグメント売上の推移

・総売上高に占めるストック比率は88.0％、クラウド事業比率は77.3％となり、安定性のある強固な収益基盤を構築

・オンプレミス事業はクラウド移行等に伴い減少基調／プロフェッショナルサービス事業は２Q低調も下半期受注は順調に推移

セグメント売上の推移

（百万円）

クラウド事業売上高比率
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82.8%

88.0%

70.4%

77.3%

2023年4Q 2024年4Q

ストック売上高比率

クラウド事業売上高比率
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各セグメント利益の推移

・クラウド事業は人件費や材料費（インフラコスト等）を適切にコントロールしながら、前年同期比＋141Mと順調に伸長

・オンプレミス事業はメンテナンス収入により安定的に推移/プロフェッショナルサービス事業は複数プロジェクトの受注により回復基調へ

全社費用

連結営業利益

（百万円）

（百万円）

注）23年4Q全社費用は決算賞与41百万円、上場関連費用8百万円が含まれております。
24年4Q全社費用は決算賞与64百万円が含まれております。
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セグメント利益の推移

（百万円）

注）セグメント利益は、各セグメントの売上高から、対応する売上原価および販売管理費を差し引いて算出しています。各セグメント利益の
合計額から、全社費用を差し引いた額が連結営業利益になります。なお、全社費用には、役員報酬をはじめ、経理・法務・人事などの管理部
門の人件費、情報システム部門やデザイン部門のうち特定の事業に直接紐づかない人件費、さらにそれに付随する外注費などが含まれます。
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クラウド事業 売上およびセグメント利益

・クラウド事業売上はホリゾンタルSaaSが牽引し順調に推移

・クラウド事業利益は材料費（インフラコスト等）および広告販促費増加も、高い事業効率を維持しセグメント利益率40.1％で推移

クラウド事業売上およびセグメント利益 営業費用（事業セグメント原価＋営業販促費）

（百万円）

（セグメント営業費用）

・人件費は新規採用に加え、若手層を中心とする昇給の影響で増加

・材料費は売上に伴い増加する
為替の影響を受けるが、稼働環境の最適化を図り抑制できている

広告販促費 ：Web広告、イベント開催・出展費用等（コーポレートマーケティング
に関するものを除く）

材料費 ：マイクロソフトAzure アマゾンAWS等インフラコスト等
人件費その他：クラウド事業にかかる開発部門、運用部門、導入支援部門、

マーケティング部門、営業部門の人件費および経費全般

（百万円）
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オンプレミス事業 売上およびセグメント利益

・オンプレミス事業売上は、パッケージソフトウェアのライセンスおよびメンテナンスで構成

・クラウド移行の推進に伴いメンテナンス収入は計画的に縮小しており、剪定戦略の一環として想定通りの進捗

オンプレミス事業売上およびセグメント利益 営業費用（事業セグメント原価＋営業販促費）

（百万円）（百万円）

（セグメント費用）

・外注費は一定水準で推移

・人件費は投入工数の段階的縮小により減少基調

外注費 ：問合せサポート窓口業務の外部委託など
人件費その他：オンプレミス事業にかかる開発部門、問合せサポート部門、

営業部門の人件費および経費全般
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注）各年、Q1およびQ2は、追加ライセンスの受注により売上・利益ともに増加する傾向があります



プロフェッショナルサービス事業 売上およびセグメント利益

・プロフェッショナルサービス事業は、SaaSの導入支援や他システム連携開発プロジェクト等の役務提供サービスで構成

・2024年2Qはクラウド移行提案にかかる無償稼働が増加したことなどから低調に推移も、下半期は複数プロジェクトを受注し黒字回復

プロフェッショナルサービス事業売上およびセグメント利益 営業費用（事業セグメント原価＋営業販促費）

（百万円）（百万円）

（セグメント費用）

・人件費には有償プロジェクトの工数だけでなく、無償の提案活動も含まれる。
利益確保のためには有償稼働を高める必要があるが、提案活動への工数投入が
クラウド事業の将来の売上に寄与するため、バランスを見ながら活動を進める。

外注費 ：システム運用業務補助の外部委託など
人件費その他：プロフェッショナルサービス事業にかかる開発部門、運用支援部門、

営業部門の人件費および経費全般
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２ 主要KPIほか
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主要KPI

・中長期的に安定した成長に向け、売上高成長率、売上総利益率、およびキャッシュフローに影響する前受収益を重視

・売上高は、全社に占めるストック売上比率に加え、成長の柱であるホリゾンタルSaaSの平均月額利用料および売上継続率を重視

ホリゾンタルSaaS 30.7％

（クラウド事業 24.4 %）

成長率

注：2023年4Q売上高から2024年4Q売上高の増加率。クラウド事業
の成長率は2023年4Q累計から2024年4Q累計の増加率。

ストック比率 88.0％

（うちクラウド比率 77.3％）

売上比率

注：2024年4Q累計の売上高におけるストック売上の割合。ストック売
上はクラウド事業売上とオンプレミス事業に含まれるソフトウェア
メンテナンス売上を合算して算出。

ARPA 1,669千円

ホリゾンタルSaaS平均月額利用料

注：ARPA（Average Revenue Per Account） 2024年12月の月額利
用料の合計を同時点での利用企業数で除して算出。

NRR 117.5％

ホリゾンタルSaaS売上継続率

注：NRR（Net Revenue Retention） 1年前（2023年12月）時点の
利用企業の月額利用料が、1年後（2024年12月）に変化した割合。

前受収益残高 1,273百万円

（前年同期比 ＋17.9％）

キャッシュフロー

注：2024年12月末時点の前受収益残高。クラウド利用料とソフト
ウェアメンテナンス料にかかる前受収益の合算。既に契約・入金済み
であるが履行義務を果たしていないため収益として認識していない金
額の合計。

売上総利益率 57.1％

（前年同期比 ＋3.7％）

利益率

注：2024年4Q累計の数値
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ホリゾンタルSaaS導入社数

・アップセルが好調に推移し、売上成長率は前年比＋30.7％、平均月額利用料1,669千円と高い水準を維持

・ホリゾンタルSaaS売上に占めるSmartDB®の割合は81.9％（※1）（2024年Q4）であり、売上増加においても大部分を占める

ホリゾンタルSaaS売上高

（千円）

注：ホリゾンタルSaaS売上高はSmartDB®とINSUITE®のクラウドサービス利用料の合計値です。
売上高成長率は、前年同四半期比として算出しております。

注：各四半期の最終月において課金が発生している社数をカウントしています。

注：各四半期の最終月における月額利用料を導入社数で除して算出しています。2020年Q4の利用料増
加は、大規模顧客への導入プロジェクトにおいて一時的に利用確定数よりも多いユーザーへのアクセス
権を付与したことによるものです。また、2021年Q4の利用料増加は特定のクラウド移行プロジェクト
において、移行作業期間4か月分の利用料を一括計上したことによるものです。
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（※1）ホリゾンタルSaaS売上に占めるSmartDB®の割合は、SmartDB®の月額利用料に、SmartDB®とINSUITE®をセット
で利用している契約に基づく月額利用料の50％を加算して算出しております

+ 21社

（百万円）

前年比 + 30.7%
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バーティカルSaaS売上高

・小規模チェーンの解約や、オプションライセンス見直しの影響により、売上高成長率は前年比＋3.4%と堅調に推移

・平均月額利用料は、小規模チェーンから大規模チェーンへのシフトにより2022年以降増加トレンドで推移

バーティカルSaaS売上高

注：バーティカルSaaS売上高はShopらんサービス利用料の合計値です。Shopらんの売上高は、当社が直接提供する「Shop
らん®」と株式会社ネクスウェイ経由で提供する「店舗matic®」（「Shopらん®」の別ブランドであり同一製品）で構成され
ています。売上高成長率は、前年同四半期比として算出しております。

注：各四半期の最終月において課金が発生している利用社数をカウントしています。

注：各四半期の最終月における月額利用料を導入社数で除して算出しています。
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（千円）

△11社

前年比 + 3.4%

（百万円）



３ 2024年下半期のトピックス
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2024年下半期のトピックス（外部評価）

民間調査会社およびIT製品レビューサイトにおいて以下の通りの評価を獲得

SaaS型ワークフロー市場で
3年連続シェアNo.1を獲得

テクノ・システム・リサーチの「2023年SaaS型ワー
クフロー市場のメーカーシェア調査」によると、2023
年の全体市場シェアにおいてドリーム・アーツが
32.3%でトップシェアとなりました。

さらに、従業員数1,000名以上の大企業におけるシェ
アは54.7%となり、次位の20.2%を大きく上回るかたち
で3年連続のNo.1となりました。なお、本調査はSaaS
型ワークフロー市場の市場規模や、同サービスを提供
する各社の動向を調査したもので、国内市場・BtoB向
けサービスが対象です。

※2024年4月23日付当社プレスリリースより抜粋

ITreview Grid Award 2025 
Winterにて11期連続受賞

SmartDB®は、業務デジタル化にあたって重要な要
素である「ノーコードWebデータベース」、「ワーク
フローシステム」、「文書管理システム」の3部門にお
いてSaaSで唯一、最高位の「Leader」に同時認定され
ました。 なお、SmartDB®の「ITreview Grid Award」
受賞は17期連続、3部門同時は11期連続となります。

※2025年1月15日付当社プレスリリースより抜粋

Webデータベース ワークフロー 文書管理

ITreview Grid Award 2025 
Winterにて最高位(Leader)認定

Shopらん®は、チェーンストア企業には欠かせない
ツールである「店舗管理システム」において、最高位
の「Leader」に4期連続で認定されました。 
なお、今回で10期連続での「ITreview Grid Award」受
賞となります。

現在、業種や規模を問わずさまざまなチェーンスト
アをもつユーザー約60,000以上の店舗にご利用いただ
いております。

※2025年1月15日付当社プレスリリースより抜粋

店舗管理システム
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2024年下半期のプレスリリース

ＭＳ＆ＡＤグランアシスタンス、約6,000事業会社との情報共有基盤としてSmartDB®を導入
～情報共有基盤としてSmartDB®を活用し、付随業務を50%削減～

東急、本社約2,000名が利用する稟議・法務相談業務にSmartDB®を導入
～東急初、全社規模の「市民開発（※）」プロジェクト～ ※現場部門（非IT部門）が自らアプリケーションやシステム開発をすること

総合メディカルの調剤薬局646店舗でShopらん®を利用開始
～地域医療と住民の健康維持への寄与を目指し、更なる業務効率化へ～

ハピネット・ベンディングサービス、「カプセルトイ専門店」約100店舗でShopらん®を利用
～カプセルトイ専門店「gashacoco」でShopらん®を活用し、サービス品質の標準化を目指す～

「デジタルの民主化DAY –Special-」を開催
～日本経済新聞社、グリー、ヤマダホールディングス、アイダ設計が登壇～

SmartDB®認定資格取得者が1,300名（※）を突破
～KDDIなどの大企業がデジタル人材育成戦略に活用～ ※認定資格取得者1,300名は2024年9月プレスリリースの数値。2024年12月時点では1,700名を突破。

【日の丸大企業】の海外DXを強力に支援する「Global Connect」を発表
 ～2024年内にSmartDB®を主軸とした機能・オプション群を順次リリース～

※当社プレスリリースから抜粋

成長戦略



CASE STUDY 東急株式会社

東急の本社約2,000名が利用する稟議・法務相談業務にSmartDB®を導入

～東急初、全社規模の市民開発（※）プロジェクト～

要件適合度の高い業務デジタル化基盤

東急はコロナ禍や金融正常化に伴う金利上昇などの外部環境の変化
が続くなか、現場業務の変化に柔軟に対応できるよう、外部委託に
頼らず現場で簡単に開発できるノーコードシステムも含めた複数の
サービスを比較検討。そのなかで、要件への適合度の高さに加え現
場主導による継続的なシステム改善を可能にするSmartDB®が採用
されました。
将来的にはいまだに残るアナログな社内の申請受付業務をはじめ、
閲覧権限の付与が必要な社内会議の資料管理などをSmartDB®に統
一する想定です。

※現場部門（非IT部門）が自らアプリケーションやシステム開発をすること

※当社プレスリリースから抜粋
22

SmartDB®の適合要件

１．ユーザーの利便性：直感的なUI
２．適用範囲の広さ：フロントからバックオフィスまで幅広い業務をカバー
３．継続的なシステム改善：現場（非IT部門）主導の開発が可能



CASE STUDY ＭＳ＆ＡＤグランアシスタンス株式会社

ＭＳ＆ＡＤグランアシスタンスが
約6,000事業会社との情報共有基盤としてSmartDB®を導入

～SmartDB®を活用し、付随業務を50%削減～

※当社プレスリリースから抜粋23

ロードサービスやハウスサポートの救援サービスを支える重要システム
MS＆ADグランアシスタンスは、ロードサービスやハウスサポートなどの救援サービスを提供するコー
ルセンターを運営しており、全国6,000拠点の「グラン＝ネットワーク（※１）」と連携しながら業務
を遂行しています。従来の情報共有システム「グラン=ネットワーク・コミュニケーションシステム
（GNCS）」は、10年以上前にスクラッチ開発（※２)されており、以下の課題を抱えていました。

・システム改修に膨大な時間とコストがかかる
・料金協定機能が不足し、運用で対応していた
・事業会社とのコミュニケーションによりスムーズにする必要があった

これらの課題を解決するために最適なシステムとしてSmartDB®が選定されました。
旧GNCSではユーザーの操作が複雑で、年間5,000件の問い合わせが発生していましたが、SmartDB®
の導入による入力補助機能の実装で問い合わせ件数が50%削減され、業務効率が向上しました。

※1グラン=ネットワーク：現場緊急修理やレッカー車のけん引などをおこなう事業会社
※2スクラッチ：テンプレートやフレームワークなどの開発ツールを一切使用せず、オリジナルのシス
テムをゼロから作り上げる開発の手法

SmartDB®の評価ポイント
１．ノーコード対応：複雑な要件にも対応し、開発・改修を現場でスピーディーに内製化できる
２．膨大なデータ処理能力：毎月30～40万件の救援要請データを高速処理し、情報共有の遅延を解消
３．API連携の充実：他システムとのスムーズなデータ連携が可能になり、情報の一元管理を実現
４.  マルチデバイス対応：PC・スマホ・タブレットを使用する事業会社との円滑な情報共有が可能



DreamArtsセキュリティ憲章（※2）

(DSP : DreamArts Security Principle)

趣意：2024 セキュリティ宣言

DreamArtsにおける包括的なセキュリティの原理・原則を定める
DreamArtsセキュリティ憲章 : DSP(DreamArts Security Principle）は
i245を重大な教訓とし、止むことのないセキュリティ脅威に屈せず、我々
の健全な発展と社会的信頼の確立を目指しこれを制定する。

21世紀において、情報・データの保護、そして社会・事業活動を支える
ネットワークとその上で展開されるICTシステムの安全性と信頼性は、企
業経営だけでなく社会の根幹を成す重要な礎である。

我々DreamArtsは、技術の進展とともに高度化する脅威に対して常に受け
身で脆弱であるとの基本認識を持ち、セキュリティ脅威に迅速かつ効果的
に対処し、全てのステークホルダーと我々自身の発展を実現する責務があ
る。
このDSPの基本精神は、DreamArts全メンバーが深く心に刻むべき包括的
なセキュリティの原理・原則であり、法令遵守と社会正義、高いレベルの
誠実性を根本とする。

セキュリティの保全とそれを維持可能とする組織文化の醸成と浸透は、企
業価値と社会的信頼の向上をもたらす戦略的資産である。そして健全なセ
キュリティ文化を育むためには、過剰な規則と新陳代謝のない発想や認識
が有害であることを決して忘れてはならない。

我々DreamArtsは、このDSPを基にあらゆるセキュリティ上の課題に対処
し、常にセキュリティ文化を前進させ「協創する喜びにあふれる人と組織
と社会の発展に貢献する」とのコーポレート・ミッションを追求すること
を誓う。
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2024年下半期のトピックス（セキュリティ体制）

ドリーム・アーツ、セキュリティ体制を大幅強化

～セキュリティ憲章を制定、社長直轄組織として「セキュリティ委員会」を設置～

「ドリーム・アーツ セキュリティ憲章（DSP）」制定および「セキュリティ委員会」設置の背景

コロナ禍以降、日本の経済・産業を支え牽引する大企業におけるデジタル化の取り組みが加速しており、ドリーム・アー
ツのビジネスにおいても大企業ユーザーが大幅に増加しています。 さらに、グローバルでの利用やミッションクリティカ
ル周辺領域（MCSA※1）での活用など、ドリーム・アーツが提供するサービスやシステムの利用範囲は広がり深度も増し
ています。 サイバー攻撃の手口も高度化しており、安全性と信頼性はこれまで以上に企業経営だけでなく社会の根幹をな
す重要なものとなり、非連続的にセキュリティのレベルアップを図る必要に迫られていました。

そこで新たにDSPを制定し、さらに社長直轄の統括組織として「セキュリティ委員会」を設置することとなりました。 
その責任者として「CSRO（Chief Security & Risk Officer）、以下 CSRO」の役職を新設。 CSROには、ドリーム・アーツ 
取締役 常務執行役員 社長室長の吉村 厚司が就任します。

（※2）DreamArtsセキュリティ憲
章は全8条からなります。全文は弊
社ホームページにてご参照くださ
い。

（※1）MCSA「ミッションクリティカル領域のシステム（MCS）を実践的に支える(Aid）」というドリーム・アーツのコンセプトやシステムそのものを指す。
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2024年下半期のトピックス（製品戦略）

【日の丸大企業】の海外DXを強力に支援する「Global Connect」を発表

～2024年内にSmartDB®を主軸とした機能・オプション群を順次リリース～

マルチLanguage
AI翻訳による言語対応
（20ヵ国語以上）

AI翻訳ロボット
申請書などSmartDB®のフォーム
に入力されたテキストを自動翻訳

規制確認機能
GDPR（※1）やCCPA（※2）など各国
の法規制に対応した規約確認機能

マルチGATE
セキュリティ

ユーザーのアクセス経路等に応じ
た権限制御

無停止運用
24時間365日
無停止のサービス提供

【Global Connect構想における機能・オプション群】

（※1）GDPR：General Data Protection Regulation（EU一般データ保護規則） （※2）CCPA： California Consumer Privacy Act（カリフォルニア州消費者プライバシー法）

SmartDB®が実現する世界と構成する機能・オプション群

ドリーム・アーツは、20年前から海外展開を視野に入れたサービスを提供してお
り、すべてのソリューションに国際時差や多言語対応（日本語・英語・簡体字）な
どのアーキテクチャと機能を実装してきました。 これまでに世界28ヵ国でのサービ
ス利用実績を有しています。
日本企業のグローバル市場での競争力強化・持続的な成長を支えるために、
SmartDB®を主軸とした海外DXの支援ソリューションを展開していきます。 具体
的にはAI翻訳ロボットや現地の法対応、各拠点のアクセスコントロールなど、特定
のエリアに限らず事業戦略において重要となる国や地域でのサービス活用を前提
に、日本で整備された業務オペレーションの海外への展開を支援してまいります。

※当社プレスリリースから抜粋
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451 

538 

689 

1,283 

1,735 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月

2023年 2024年

SmartDB®認定資格取得者が1,700名を突破

～KDDIなどの大企業がデジタル人材育成戦略に活用～

26

2024年下半期のトピックス（成長戦略）

大企業がSmartDB®認定資格制度（SCS）を活用する理由と今後の展望

SCSは6つのグレードにより体系的にスキルレベルを証明できる仕組みです。 難易度ごとにグレードが
設定されており段階的にスキルアップを目指せることから、現場部門（非IT部門）でも挑戦しやすい設
計になっています。 デジタル人材育成の観点から社内奨励資格や目標設定の指標など人事評価制度の
一環で採り入れられています。 認定資格取得者は急速に増加しており、2024年9月には1,300名に達し
ました。 社内で活用する評価指標にとどまらず所属組織を問わない企業を横断したスキル証明の基準
として広く利用されています。

来年度には認定資格取得者3,000名を超える見込みです。 ドリーム・アーツはSmartDB®の成長ととも
に大企業のビジネスプロセスを変革するだけでなく、デジタル人材育成を加速させ協創する喜びにあふ
れる人と組織と社会の発展に貢献してまいります。

※当社プレスリリースから一部抜粋

認定資格取得者数の推移（人）

注）認定資格取得者数は延べ人数で算出しています

パートナー 

29%

ユーザー 

71%

認定資格者の所属

男性

60%

女性

40%

認定資格者の男女比
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2024年下半期のトピックス（ユーザーコミュニティ）

SmartDB®（愛称スマデビ）20th生誕祭
開催日 ：2024年9月20日
会場 ：ウェスティンホテル東京
来場者数：345名

ユーザーに今後の成長戦略を紹介する機会として「スマデビ20th生誕祭」を開催。
初期ユーザー企業との鼎談形式でSmartDB®の誕生と成長秘話を披露。その他、製品ロード
マップ紹介、SCS（SmartDB®認定資格制度）Award表彰やコンテスト型「SmartDB®事例発
表」を実施。会場外のブースでは、プロダクト・フューチャーデモ、SCS認定制度の紹介など
盛りだくさんの内容で、ユーザー企業へ成長戦略をアピール。
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2024年下半期のトピックス（イベントレポート）

「デジタルの民主化DAY -Special-」を開催

   開催日 ：2024年11月26日、2024年11月27日

   登壇企業：日本経済新聞社、グリー、ヤマダホールディングス、アイダ設計

   申込者数：1,945名

「デジタルの民主化」とは、最も業務に精通する現場部門が自らITを活用し、

全社のデジタル化を加速させることを意味します。 「デジタルの民主化

DAY」では、この考え方に共感しDXに挑戦してきた大企業の「デジタルの民

主化」事例を紹介しています。 今回で第11回目の開催を迎え、累計登壇企業

は30社、総視聴者数は13,000名を超える人気イベントとなっています。

【イベントプログラム概要】

注）登壇企業のロゴは順不同です

日経社員が利用するERPフロント構築の道のり
～全社ワークフローの統一を見据えて～

株式会社日本経済新聞社
井川 智貴氏

グループ約20社横断、グリーが考える理想の契約管理システム 
～システム刷新プロジェクトの成功のカギとは～

グリーホールディングス株式会社（登壇時：グリー株式会社）
井上 洋平氏

IT未経験者が実践したヤマダHD2万人のデジタル改革
 ～目指すはグループ全体の業務最適化とデータ活用～

株式会社ヤマダホールディングス
久保 健司氏

営業部門を始めとする部門横断業務をノーコードで改善！
 ～基幹システム連携で一連の流れをまるっとデジタル化～

株式会社アイダ設計
田谷 友茂氏 筑肱 未幸氏

※当社プレスリリースから一部抜粋



４ 2025年12月期 通期業績予想
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2025年12月期通期 連結業績見通し
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（※）「剪定（せんてい）戦略」とは、果樹や庭木の「剪定」（より多くの果実を実らせる、または美しい樹形を保つため、風通しを良くしたり根への負
担を軽減する目的で余分な枝を切り落とすこと）になぞらえ、将来の負荷を軽減するために、一部顧客に対して最新プラットフォームへの移行を促進した
り、技術的負債になり得る機能の削減に取り組むこと。

・「剪定戦略（※） 」に伴う一部解約を織り込むが、ホリゾンタルSaaSの新規獲得とアップセル強化により成長を牽引

・中長期的な収益向上のため、採用強化と認知度向上の両面で成長投資を推進

1 売上高

・クラウド事業では、ホリゾンタルSaaSにおいて、前期同様アップセル
の好調な推移を見込んでおります。新規顧客については、全社規模での導
入を前提とした大型案件を中心に開拓を進める方針です。さらに、剪定戦
略の進展に伴い、複数の顧客がクラウドへ移行する一方で、一部の顧客が
解約する見込みであり、これらを計画に織り込んでおります。
バーティカルSaaSは引き続き大型チェーンでの導入が進む一方で、小規
模チェーンの解約が発生するものとして計画しております。

・オンプレミス事業は、ライセンスの出荷見込みを最低限に抑えるととも
に、ソフトウェアメンテナンスはクラウド移行および解約に伴い漸減する
ものとして計画しております。

・プロフェッショナルサービス事業は、前年をまたいで複数のプロジェク
トが進行しており、前年比で微増となるものとして計画しています。

2 営業利益

当年は「非連続的な成長に向けて基盤整備を進める年」と位置付けてお
り、増収分を全て成長投資に投下する計画としております。労務費、人件
費、広告販促費を中心にコストが増加するため、営業利益は前年同水準と
なる見込みです。

3 税金等調整前当期純利益

有事に備え準備していた保険の解約返戻金に伴う営業外収益96Mの発生を
見込んでおります。

単位：百万円

2024年12月期

通期実績 通期業績予想 前期比差異 前期比増減率

売上高 5,033 5,600 566 11.3%

クラウド事業 3,891 4,514 623 16.0%

オンプレミス事業 558 462 △ 95 △17.1%

プロフェッショナルサービス事業 584 622 38 6.6%

売上原価 2,160 2,364 203 9.4%

売上総利益 2,872 3,236 363 12.6%

売上総利益率 57.1% 57.8% - -

販売費及び一般管理費 2,099 2,457 358 17.1%

営業利益 773 778 4 0.6%

営業利益率 15.4% 13.9% - -

税金等調整前当期純利益 766 874 107 14.0%

親会社株主に帰属する当期純利益 551 605 54 9.9%

親会社株主に帰属する当期純利益率 11.0% 10.8% - -

2025年12月期



2025年12月期  成長投資施策   

2025年は中長期的な収益向上のため、増収分を成長投資へ投下の予定

人的リソースの拡充および広告販促活動の強化を主な成長投資施策とする
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単位：百万円

773 778

566

154

198

66

139 2

2024/12期
営業利益

売上高
（増収額）

労務費

人件費

採用教育費

広告宣伝費

その他

2025/12期
（予想）
営業利益

577

593

68

130 18

86

93
773

2023/12期
営業利益

売上高
（増収額）

労務費

人件費

採用教育費

広告宣伝費

その他

2024/12期
営業利益

【FY2025】【FY2024】

広告販促活動の強化

（Web／イベントマーケティング）

当社が提唱する「デジタルの民主化」－現場部門の非IT人
材が主導するシステム開発および業務デジタル化推進－の
本格的な進展を見据え、当社およびプロダクトの認知度向
上を目指した広告販促活動への積極投資を行います。

②

増収分を成長投資へ

人的リソースの拡充／採用活動の強化

（営業・マーケティング・開発人材の拡充）

今後の事業・プロダクト成長に必要な優秀な人材の確保を
目指し、組織強化を図ります。営業・マーケティング・開
発を中心とした人材の積極採用に伴い、採用活動費ととも
に労務費および人件費の増加を見込んでおります。

①



・前年比で純増30名を計画

・開発、営業、マーケティング人材を中心とした採用活動を強化

労務費および人件費
前年比＋352M
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2025年12月期 成長投資施策

240

326

466

FY2023 FY2024 FY2025

(予想）

（百万円）

前年比 ＋139M

268

272

302

FY2023 FY2024 FY2025

(予想）

前年比 ＋30名
【広告販促費推移】

②広告販促活動の強化（Web／イベントマーケティング）①人的リソースの拡充／採用活動の強化

【人員推移】

採用活動費 142M
前年比＋88.4％

前期は「デジタルの民主化DAY」をはじめとする自社開催オンラインイベントのほか、「スマー

ト工場EXPO」や「リテールテックJAPAN」といったリアル開催の展示会へ出展し、プロダクト

の認知向上に努めました。「デジタルの民主化DAY」は累計登壇企業が30社となり、総視聴者数

も13,000名を超える人気イベントとなっています。当期はイベント出展による認知度向上に止ま

らず、ターゲット層が集まるWebメディアへの露出も積極的に実施する計画としております。

・前年比で広告販促費＋139Mを計画

・自社イベント、各種展示会に加え、Webメディアへの露出も計画

当期は新卒・キャリアの両面で採用強化を図ります。新卒の採用数は前期比倍増の10名超を予定してい

ます。また、人材市場においてアドバンテージのある広島本社を活用し、長期インターンシップの強化

を図り、西日本地域の学生に対するブランディングを推進します。

さらに、社員紹介制度であるリファラル採用を積極的に展開し、全社を挙げて企業文化や価値観にマッ

チした人材の獲得に取り組んでまいります。
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上場時調達資金の充当状況

製品開発資金
主力製品SmartDB®の競争優位性を確保するため
の投資資金 300 174

項目 具体的な使途 充当予定額
（ 2025年12月期まで）

既充当額

販売促進費
顧客基盤拡大のために実施するWebマーケティン
グ及びイベントマーケティングに関する費用 200 100

1）当社が計画している公募増資による調達資金は、 2025年12月期までに事業拡大のための販売促進費、製品開発資金に充当する予定であります。
  当社が属する業界の環境が急激に変化することも考えられるため、現時点で計画している資金使途以外へ充当する可能性があります。

2）2023年12月期において調達資金の充当はありません。

単位：百万円

500 274合計



５ 会社概要
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会社名 株式会社ドリーム・アーツ

設   立 1996年12月

所在地 東京本社 東京都渋谷区恵比寿4-20-3 恵比寿ガーデンプレイスタワー29F

広島本社 広島県広島市中区大手町1-2-1 おりづるタワー6F

        那覇オフィス 沖縄県那覇市前島3-25-1 泊ふ頭旅客ターミナルビルディング2F

        石垣オフィス 沖縄県石垣市字登野城9-4 ICT文化ホール4F

グループ会社 夢創信息（大連）有限公司 大連市軟件園東路23号 15＃楼302-B1

代表者 山本孝昭

従業員数 272名（連結：2024年12月末）

事業内容 大企業向けSaaSプロダクト（ノーコード開発ツール「SmartDB®」、

     社内ポータル構築ツール「InsuiteX®」、チェーンストア向け情報共有

     ツール「Shopらん®」）および特定顧客向け開発運用一体型クラウド

     サービス「DCR（DX Custom Resolution）」の提供

会社概要

東京・広島２本社体制 沖縄那覇・石垣、中国大連にも拠点を設置し人材採用における優位性を確保
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注）ノーコード開発ツールとは、プログラミングの知識やスキルを持たない非IT人材でもアプリケーションの開発を可能にするツールのこと。
プログラミング言語によるソースコードを、パーツとしてビジュアル化し、欲しいパーツを直感的に配置していくことでアプリケーションの開発が可能。



経営メンバー

代表取締役社長

山本 孝昭

広島修道大学を卒業後、株式会社アシスト、インテルジャパン株式
会社（現・インテル株式会社）を経て、1996年12月に株式会社ド
リーム・アーツを設立。

取締役 専務執行役員

牧山 公彦

経営管理本部長
1992年、慶応義塾大学経済学部を卒業後、住友信託銀行株式会社
（現・三井住友信託銀行株式会社）に入社。2000年3月にドリー
ム・アーツ入社。2000年6月、取締役に就任。

取締役 常務執行役員

吉村 厚司

社長室長
1987年、大阪大学大学院理学専攻科（前期課程）を修了後、野村コ
ンピュータシステム株式会社（現・株式会社野村総合研究所）に入
社。インターネット事業部長、新プロジェクト推進室長などを経
て、2006年2月にドリーム・アーツ入社。2022年3月、現職に就
任。（人事、広報、知的所有権、デザイン、社内情報システム、ファシリティマネジメン

ト、コーポレートブランディング、社長秘書業務管掌）

社外取締役

遠藤 功

株式会社シナ・コーポレーション 代表取締役
早稲田大学商学部卒業。米国ボストンカレッジ経営学修（MBA）。
三菱電機、複数の外資系戦略コンサルティング会社を経て、現職。
2020年6月末にローランド・ベルガー会長を退任。2015年3月、現
職に就任。

社外取締役

金山 藍子

三浦法律事務所 弁護士
東京大学法学部卒業後、2005年弁護士登録。
2010年から国土交通省勤務。その後、Google合同会社公共政策部
を経て、2022年3月、現職に就任。

取締役 執行役員

前川 賢治

CWO（Chief WAO！Officer）

広島修道大学卒業後、大型汎用コンピュータ向けソフトウェア製品
の輸入商社である株式会社アシストに入社。1996年ドリーム・アー
ツ設立に参画し、初代CTOを経て現職に就任。顧客を驚かすような
製品・サービスを世に出し続けていこうとするシンボリックな役職
を担う。（サービス＆プロダクト開発本部、CTサービス本部管掌）

取締役 執行役員

石田 健亮

CTO（Chief Technology Officer）

1998年、東京大学工学部機械情報工学科卒業。東京大学大学院在学
中の2000年4月にドリーム・アーツに入社。製品開発部長、新規事
業推進室長、「Shopらん®」事業部長を経て、2015年1月、現職に
就任。
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2025年の位置づけ

「非連続的な成長に向
け事業基盤の再整備に
取り組む年」

 当社が提唱する「デジタルの

民主化」－現場部門の非IT人

材が主導するシステム開発お

よび業務デジタル化推進－の

本格的な進展を見据え、当社

およびプロダクトの認知度向

上に努めるとともに、営業・

マーケティング・開発人材の

積極採用を通じた体制強化に

取り組む一年とします。

沿革

・創業初期より大企業に特化。2008年よりチェーンストア向けクラウドサービスの提供を開始

・業務デジタル化領域においてもクラウド基盤整備を進め、2018年よりクラウドサービス型へビジネスモデルを転換

1999年：中小企業向けグループウェア
製品「INSUITE99」の販売を開始

2000年：中小企業向けグループウェア
製品「INSUITE One」の販売を開始

2002年：大企業向け情報ポータル
INSUITE Enterpriseの販売を開始

2005年：WebデータベースSmartDBを
発表、INSUITEとのセット販売を開始

2008年：ネクスウェイ社と共同で
チェーンストア向けSaaS「店舗
matic」の販売を開始

2010年：チェーンストア向けSaaSを
「店舗matic」と自社ブランド「Shop
らん」のダブルブランドで販売開始。

2019年：DCS（Dreamarts Cloud 
Service）を対象としてISMSクラウド
セキュリティ認証を取得

2020年：マイクロソフトジャパンから
パートナーオブザイヤー（Social 
Responsibilityアワード）を受賞

2021年：SmartDBにダイナミック・ブ
ランチ機能（特許出願中）を搭載

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

創業－2007

クラウドサービスベンダー
（Shopらん®/SmartDB®/InsuiteX®）

2018－現在

クラウドサービスの
導入・活用支援

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

2008－2013

クラウドサービスベンダー
（Shopらん®）

独立系ソフトウェアベンダー
（パッケージソフトウェア）

2014－2017

パッケージソフトウェアの
カスタマイズ開発および
システム構築・導入支援

クラウドサービスベンダー
（Shopらん®/SmartDB®/InsuiteX®）

2012年 本社を渋谷区恵比寿へ移転
2012年 買収によりドリーム・アーツ

 沖縄を子会社化

1996年 東京都新宿にて創業
1997年 本社を港区南青山へ移転
2000年 本社を港区北青山へ移転
2001年 広島に研究開発拠点開設
2003年 本社を渋谷区広尾へ移転
2007年 中国大連に100％子会社設立

2014年：SmartDBのAPIを公開し、多
様なアプリケーションの開発基盤とし
ての展開を開始

2017年：INSUITEおよびSmartDBをク
ラウド基盤上で提供する「DCS
（Dreamarts Cloud Service）」の販売
を開始

2014年 石垣市に24時間365日稼働の
 クラウド監視センター設立

2016年 広島本社を開設

2021年 ドリーム・アーツ沖縄を吸収
合併
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売上構成の変化と利益の推移

セグメント別売上高 クラウド事業売上高比率

・2018年以降の3年間は売上横ばいが続いたものの、売上構成をクラウド事業へシフトさせることに成功

・売上計上方式の変更や新たな営業体制への投資により赤字化するも、2022年にはビジネスモデル変革を果たし黒字化

当期純利益（単体）の推移

（百万円）

注1：オンプレミス事業（スポット）はパッケージソフトウェアのライセンス
を指し、同（ストック）はパッケージソフトウェアのメンテナンスを指しま
す。
注２：2025年の数値は2025年2月に公表した業績予想の数値です。

ス
ト
ッ
ク

注1：ストック売上高はクラウド事業売上高とオンプレ事業に含まれるソ
フトウェアメンテナンス売上高の合計値です。
注２：2025年の数値は2025年2月に公表した業績予想の数値です。
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注1：上記の当期純利益は単体の数値です。2020年度まで沖縄子会社において当
社グループ外への売上が発生していたことから、ビジネスモデル移行の影響を判
断するには単体の数値が適するものとして表示しております。
注２：2025年の数値は2025年2月に公表した業績予想の数値です。

（百万円）

985 1,065 
1,330 

1,707 

2,319 

3,127 

3,891 

4,514 

864 867 
730 

632 

575 

551 

536 

450 

125 69 
63 

23 

23 

46 

21 

12 

806 728 589 

575 

752 

715 

584 

622 

2,782 2,732 2,714 

2,938 

3,670 

4,440 

5,033 

5,600 

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

（予想）

プロフェッショナルサービス事業
オンプレミス事業（ライセンス）
オンプレミス事業（メンテナンス）
クラウド事業

66.5%

70.8%

75.9%

79.6% 78.9%

82.8%

88.0% 88.7%

35.4%

39.0%

49.0%

58.1%

63.2%

70.4%

77.3%

80.6%

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

（予想）

ストック売上比率

クラウド売上比率

69
41

△ 19

△ 77

123

411

548

605

FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025

（予想）



ミッション／スローガン

ICT（情報通信技術）は今この時もあらゆる場所へ活用範囲を広げ、その用途や役割を変化させ続けています。影響力や重要性も高まるな
か、ICTになにを求めるかを今一度考えることが重要です。ICTに仕事を奪われるのではなく、生みだされた時間でいかに「協創」を生みだ
すか。これこそがドリーム・アーツが考える、ICT本来の役割です。ICTだけではできない、人間だけではできない。ドリーム・アーツはそ
んな難題の解決を、ICTと「協創」でお手伝いします。

ミッション

スローガン

創業以来、「Arts of Communication」をスローガンに掲げてきましたが、「協創」こそが我々ドリーム・アーツ自身の存在意義であると再定義
しました。人間がもつ知性の根源的・根本的な活動であるコミュニケーションから生みだされる「協創」を、自らが究め続けてまいります。
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バリュー
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BD：Big Donuts
当社が価値提供するターゲットエリアを

“BD : Big Donuts”と呼称・定義

・DXの核心エリア

・戦略投資エリア

・急拡大中のエリア

ビジョン：BD（ビッグ・ドーナツ）市場のリーディングカンパニーを目指す

41

注）BD（ビッグ・ドーナツ）は当社グループの造語です。「ビッグ」は当社グ
ループがターゲットとする従業員1,000名以上の大企業約4,000社を指します。
「ドーナツ」は、企業内システムに対する比喩であり、ERPなどのミッション
クリティカルな基幹系システムを取り囲むように配置されている現場部門向けの
システム領域を指します。

大企業がDXを推進するためには、土台となる基盤システムを刷新するととも
に、BD領域のデジタル化が必須となります。BD領域は、DX推進における核心
的なエリアであり、予算配分の見直しが進み、投資の急拡大が見込まれるエリア
となっております。



当社のターゲット顧客と市場：BD（Big Donuts）市場のリーディングカンパニーへ

・2002年以降エンタープライズ（大企業）市場に特化

・ERP等ミッションクリティカルシステム周辺の現場部門向けシステム領域（BIG Donuts領域）に特化

当社のターゲット顧客

大企業

約4,000社

（約1,500万人）

従業員

1,000名以上

従業員

300－999名

中堅企業

約13,000社

（約675万人）

従業員

300名以下

“BIG DONUTS”
BIG      ＝大企業
Donuts＝ERP（※1）など基幹系の周辺

（ビジネスフロントシステム）

DXの核心エリア 戦略投資エリア 急拡大エリア

当社のターゲット市場

Legal
SaaS

CRM

Customer Support
SaaS

ERP
ミッション

クリティカル
システム

Add-On
Plug-In

Vertical
SaaS

MA
SaaS

ノーコード開発ツール

社内ポータル構築ツール

経費精算
SaaS

請求書管理
SaaS

契約・法務
SaaS

顧客管理
SaaS

Invoice
SaaS

Expense
SaaS

マーケティン
グオートメー
ションSaaS

ビジネスイン
テリジェンス

SaaS

BI
SaaS

機能拡張・連
携モジュール

業種特化型
SaaS

注）周辺システムは一例であり多くの種類のSaaSが存在する

（※1）ERPとは、Enterprise Resource Planning （企業資源計画）の略。企業の持つ資金や人材、設備、資材、情報など様々な資源を統合的に管理・配分し、業務の効率化や経営の全体最適を目指す手法。また、そのため
に導入・利用される業務横断型の業務ソフトウェアパッケージを指す。企業経営の中核をなすため基幹系システムと呼ばれることもある。「会計業務」「人事業務」「生産業務」「物流業務」などのコンポーネントに分かれていることが多い。
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６ サービスラインナップと活用事例
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・大企業向けノーコード開発ツールを中心に複数の収益源を確立

・DXの基盤となる業務デジタル化領域から顧客の個別要件に基づくサービスまで幅広いエリアをカバー

個別クラウドサービスバーティカルSaaS（※2）ホリゾンタルSaaS（※1）

主要サービス

DCR
（DX Custom Resolution）

活用支援 クラウド基盤移行 他システム連携 新規開発・改修 構築・導入コンサルティング
プロフェッショナル

サービス

（※1）ホリゾンタルSaaS ：業界を問わず特定の部門や機能に特化したSaaSのこと。企業組織に共通する業務課題を解決するために利用される。
（※2）バーティカルSaaS ：特定の業界に特化したSaaSのこと。業界特有の業務課題を解決するために利用される。
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大企業向け
ノーコード開発ツール

大企業向け
社内ポータル構築ツール

チェーンストア業界向け
情報共有ツール

特定顧客向け
クラウド開発運用サービス



各サービスの概要
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大企業の業務プロセスをノーコードでデジタル化

業界・業種を問わないホリゾンタルSaaS

組織の意識共有を図り、社員エンゲージメントを高めるための社内
ポータル構築ツール

表現力に優れた社内ポータル構築ツール

チェーンストア業界向けバーティカルSaaS
本部店舗間の情報共有、業務指示の徹底、タイムリーな現場情報の収
集やベストプラクティスの共有など、業務効率化を実現

チェーン店60,000店舗が利用する
店舗向け管理/コミュニケーションツール

各社固有の戦略要件を満たす開発・運用一体型サービス
サブスクリプション型のクラウドサービスとして、継続的な機能拡張と
システム運用保守を一体的に提供する

DCR
（DX Custom Resolution)

特定顧客の個別ニーズに対応するシステムの提供

18,000名の人事関連業務
を人事部スタッフ自ら
SmartDB®で開発し、
3ヶ月でデジタル化

会計業務のフロントシス
テムとしてSmartDB®を
本格利用（現場部門によ
る業務デジタル化で経営
基盤を強化）

3,000名のワークスタイル変革を
推進。2,000件にのぼるNotesDB
を整理、情報共有の最適化により
組織のパフォーマンス向上を目指
す

全国74拠点3,000名の営業担当者が活用
するタブレット端末を利用した営業支
援システムの提供。営業コンテンツの
管理から、利用料金シミュレーターな
ど段階的な機能拡張を継続中。

業界・業種を問わないホリゾンタルSaaS

プログラミングの専門知識がなくても、マウス操作だけで簡単にWeb
アプリケーションを開発することができるノーコード開発ツール

店舗の状況にあわせて迅速かつ
効果的なサポートを実現し、顧
客満足度と従業員満足度の両輪
を支えるIT化戦略として導入



主力製品・成長ドライバー SmartDB®の機能

・マウス操作だけで誰でも簡単にWebアプリケーションを開発。高度な業務プロセスのデジタル化に必要な機能を網羅
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主力製品・成長ドライバー SmartDB®の活用範囲

・一般的な業務からERPなどのMCS（ミッションクリティカルシステム）周辺領域に至るまで幅広い範囲で活用できる
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MCS（ミッションクリティカルシステム）
「Mission（任務・使命）」と「Critical（危機的な・重大な）」を掛け合わせた語で、企業や組織の存続に欠かせな
い、業務を遂行するうえで重大なシステムを指す。金融機関の勘定系システム、製造業の生産管理システム、鉄道会社
の運行管理システムなどが挙げられるが、ERPなどの財務会計システム、人事労務システムなどは業種を問わず該当す
る。

MCSA（ミッションクリティカルシステムエイド）
当社の掲げる「ミッションクリティカル領域のシステムを支える」というコンセプトのこと。Support（サポート）で
はなくAid（エイド）という表現を使用している理由は、Aidという言葉が「困難な状況にある人や組織を実践的に助け
る」という意味を含むためであり、当社の「BD領域の業務デジタル化」に取り組む姿勢を示す。

一般的な業務
（非ミッションクリティカル領域）

部門データベース
部門ワークフロー

人事総務系
申請システムなど

グループ共通
ノーコード開発基盤

全社稟議システム

MCSA Mission Critical System Aid

（ミッションクリティカル周辺領域）

現場基幹業務システム
（商品開発、設計工程管理など）

本社業務周辺システム
（契約管理、予算管理など）

ERPのフロントに位置する
財務会計等の周辺システム

グループ企業の
間接業務集約基盤

（シェアードサービス基盤）

【競合】システムインテグレーター

国内IT産業の課題である多重下請構造や
ウォーターフォール開発による受託開発
型ビジネスの変革を狙う

【競合】国内SaaSベンダーなど

DX推進の土台となる業務プロセスのデジ
タル化を図る。国内SaaSベンダーが競合
となるが、API連携などで組み合わせて活
用することも多い
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SmartDB®の活用範囲（MCSA領域の例：ERPフロントシステム）

SmartDB®

振替仕訳

支払依頼

請求依頼

発注業務

検収業務

仕入先

マスタ

顧客

マスタ

取引先

マスタ

マスタ(ワークフローあり)
ERPマスタ

勘定科目/計上部門
商品/銀行 など

汎用マスタ

会計期間締め日/税分類/
通貨コードなど

I/F

財務会計(ERP Cloud)

AR(債権)

AP(債務)

債権計上

入金・消込管理

債務計上

仮払金管理

支払管理

GL(一般会計)

仕訳入力

月次締め処理

決算処理

消費税申告

未決済残高管理

債権債務相殺管理

月次締め処理

年次処理

FA(固定資産)

資産登録

資産除売却・移動

月次締め処理

資産申告処理

リース管理

振替仕訳計上

債務/支払計上

債権/入金・消込計上

資産登録/除売却/
リース計上

AP/ARアドオンレポート
(資金管理)

口座別残高管理

資金予測管理

支払予定/支払データ

入金予定/入金データ

固定資産データ

月次締め処理

債権債務相殺管理

企業DB

取引先統合
マスタ管理

管理会計

(EPM Cloud)

Planning

予算管理

連結/単体

債務データ

債権データ

実績データ

帳票Cloud

発注書作成

日次洗替

※ SmartDB®のRestAPIを利用し承認済データを取得→ERPへ連携(10分間隔で自動実行)

債
務
管
理

債
権
管
理

振
替
処
理

シ
ス
テ
ム
連
携
基
盤

（※）

・MCS（ミッションクリティカルシステム）周辺領域の代表的な活用方法「ERPフロントシステム」におけるシステム構成イメージ



BYOK（Bring Your Own Key）セキュリティソリューション
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MCSA（ミッションクリティカル周辺）領域に対応する高度な機能

・米シリコンバレー ITスタートアップ Fortanix社との技術提携により、暗号化技術を用いた高度なセキュリティを実現

・複数の業務アプリケーションを連携するダイナミックブランチ機能により、受託開発レベルの複雑なシステムの構築を可能とする

ダイナミックブランチ機能（特許出願中）

BYOK（Bring Your Own Key）
IaaS（Infrastructure as a Service）やSaaS（Software as a Service）などのクラウドサービスを利用する際
に、利用者が自分で用意した鍵を適用してデータを暗号化して保存する仕組み。保存されているデータをクラ
ウド事業者（当社）が閲覧できなくする仕組みが構築でき、高度なセキュリティの実現が可能となる。

ダイナミックブランチ機能
SmartDB®上で開発した複数の業務アプリケーションに親子関係を持たせ、動的（ダイナミック）に連携する
機能。複数のプロセスにまたがる業務やデータを統合し、一元的に管理することで、複雑な要件のERPフロ
ントシステムや、基幹業務を支えるサブシステムなど、幅広い領域での活用を可能とする。
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CASE STUDY 株式会社 ダスキン

会計業務のフロントシステムとしてSmartDB®の本格利用を開始

～現場部門による業務デジタル化で経営基盤を強化～

現場部門で開発、業務改善する「デジタルの民主化」に共感

業務デジタル化を推進するシステム基盤については、単なる業務効率化だけでなく、業
務の集約や業務自体の見直しも含めて実施していきたいと考えていたため、業務をよく
理解している現場部門が自らデジタル化できるようなシステムを検討しました。
SmartDB®は高度なワークフローとWebデータベース機能を兼ね備えたノーコード開発
基盤であり、プログラミングの知識がない非IT人材でも簡単にアプリを作成できます。 
複数のシステムと比較し検討を重ねた結果、以下の点も評価ポイントとなりSmartDB®の
導入に至りました。

【SmartDB®が評価されたポイント】
・標準機能が充実しており追加開発が不要
・会計業務のフロントシステムとして高度な業務要件に対応できる
・他システムとの豊富な連携実績
・インボイス制度・電子帳簿保存法にも将来的に対応可能な機能を備えている

今後はインボイス制度や各種申請業務のデジタル化を促進

導入後の現在は一部で利用を開始していましたが、今後10月からはダスキンの経理部門
を中心に約1,000名が利用予定です。
今後は、シェアードサービスセンターで担うほかの会計業務をはじめとし、インボイス
制度や電子帳簿保存法に対応した業務や各種申請業務のデジタル化についても2023年10
月より現場部門主体で展開する予定です。
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• 見積申請
• 工数見積依頼
• 提案書管理

• 取引先マスタ
• 顧客マスタ
• 案件管理
• リード管理

• 問合せ管理
• お客様の声管理
• クレーム管理
• FAQ

• 商品FAQ
• Tips集
• 問合せ回答ﾉｳﾊｳ集

カスタマサポート営業

フロントオフィス

ミドルオフィス

バックオフィス

• 開発進捗管理
• 品質検査申請
• 課題管理

• 新製品アイディア管理
• 製品仕様書管理
• 調査研究レポート

管理

研究開発

• クリエイティブ
制作依頼書

• ニュースリリー
ス確認申請

• デザインアイ
ディア管理

• 公式ロゴ管理

商品デザイン・
ブランド企画

• ヒヤリハット管理
• リコール情報

緊急指示通達

• 傾向分析
• 抜本対策
• 過去トラブル管理

品質管理

• 予算申請
• 広告審査申請
• プロモ企画依頼

• リード管理
• イベント管理
• 市場調査情管理
• メディアマスタ

宣伝・広報

• 住所変更申請
• 休職申請
• 慶弔申請
• 人事発令
• 目標管理
• 社員アンケート

• タレントマネジ
メント

• 研修管理
• 職務経歴書管理
• 社員マスタ

人事

• 経営会議議案
申請

• 役員会議案
申請

• TOPﾒｯｾｰｼﾞ周知

• 経営計画書管理
• 会議資料管理
• 経営会議案管理

経営企画

• 稟議申請
• 備品発注申請
• 入館申請
• 名刺発注申請
• 全社掲示板

総務

• 支払依頼申請
• 購入申請
• 経費精算
• リース管理
• アカウント申請

• 請求書管理
• 資産マスタ

財務

• 社内規定管理
• 就業規則管理
• 契約書管理
• 会議室管理
• 社内規約管理

生産・製造

• 作業依頼書
• 製造進捗報告
• ヒヤリハット管理
• 課題管理

• 製品仕様書管理
• 製造マニュアル・

設計書管理
• カイゼン(KAIZEN)

報告書管理

SmartDB®の活用範囲（一般的な業務の例）

・紙ベースやエクセル＆メールでの処理を余儀なくされている一般的な日常業務領域のデジタル化を広範にカバーする
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CASE STUDY 大和ハウス工業 株式会社

18,000名の人事関連業務を3ヵ月でデジタル化

人事部員が SmartDB® でノーコード開発

導入前の課題・背景

- すべての申請書類の入力情報を目視でチェック

- 複雑な条件に応じた承認ルートを人が判断

- 出社しないと申請や承認、人事部での処理ができない

導入後の効果・メリット

- 入力規則・アラート、転載機能で作業負担軽減

- 属性や入力情報に応じた承認ルートの自動判別

- リモートワークで業務遂行可能に

- 承認までのリードタイムが大幅に短縮

- 自律的な業務改善、効率化に取り組む人事組織に



７ 当社を取り巻く環境と市場規模
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当社を取り巻く環境

・国内のIT産業は、受託開発中心、IT人材の偏在、IT人材不足など構造的な課題を抱えている

・大企業のDX推進において、レガシーシステム（※1）化した基盤システム（※2）が足かせとなっている

「企業がビジネス環境の激しい変化に対し、データとデジタル技術を活用

して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革

するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革

し、競争上の優位性を確立すること」

DX推進の土台となる基盤システムが過剰なカスタマイズ等で複雑化している

１ 基盤システムのブラックボックス化
データを活用しきれず環境変化に対応できない

２ IT予算の９割が基盤システムの保守
新たなビジネスモデルに対応するシステム開発ができない

３ 保守人材不足によるリスクの高まり
システムトラブルやデータ滅失の危険性が高い

DX（デジタルトランスフォーメーション）で目指すべき姿

大企業ITシステムの問題

１ 受託開発中心のビジネスモデル

開発費用が労働量に対する対価のため、生産性を向上すると稼働が
減り、ITベンダの売上が下がるジレンマ

２ IT人材の偏在

IT人材がユーザー企業ではなくITベンダに偏在しており、社内システ
ムの開発・運用・保守をITベンダに依存している

３ IT人材の不足

そもそもDXを支えるIT人材が圧倒的に不足している

産業構造上の問題

73.6％ 約45万人

2030年のIT人材不足数2020年のIT人材のベンダ偏在割合

出典：独立行政法人情報処理推進機構「DX白
書2023」

出典：みずほ情報総研株式会社「IT人材需給に
関する調査」平成30年

出典：経済産業省「DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～」 平成30年

出典：経済産業省「DX推進指標」とそのガイダンス 令和元年
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（※1）レガシーシステム：技術面の老朽化、システムの肥大化・複雑化、ブラックボックス化等の問題があり、その結果として経営・事業戦略上の足かせ、高コスト構造の原因となっているシステムのこと。
（※2）基盤システム：ERPなどの基幹システムを指し、DXを推進するうえで土台となるシステムのこと。



当社を取り巻く環境

・DX推進には土台となる基盤システムの刷新、業務プロセスのデジタル化が必須

・非競争領域の効率化を追求するとともに、環境変化に柔軟かつ迅速に対応できる業務システムを構築する必要がある

ビジネスモデル

製品・サービスの
デジタル化

業務デジタル化

基盤システム
レガシーシステム刷新
マイクロサービス化

クラウド・SaaSの活用

デジタル製品

業務関連データの
デジタル化

デジタイゼーショ
ン

製品へのデジタル
サービス付加

業務・製造プロセ
スのデジタル化

デジタライゼー
ション

ビジネスモデルの
デジタル化

製品を基礎とする
デジタルサービス

顧客・取引先との
業務プロセスのデ

ジタル化

DXに対応する
柔軟で迅速な基盤

デジタルトランス
フォーメーション

DX推進にはプロセスが重要

先ずはDX推進土台となる基盤システム（レガシーシステ
ム）の刷新と、基盤システムに密接に結びついている業
務のデジタル化を行うことが必要

業務デジタル化のポイント

• 競争力を生まない領域のシステムコストを削減
• 業務プロセスを見直し再設計
• マイクロサービス化によるレガシーシステムとの切り

離し
• IT人材（デジタル化推進）の確保
• 変化に対応するビジネスフロントシステムの実現
• ベンダー依存度の低減
• 小規模で試行錯誤を繰り返すことのできる環境の整備

非競争領域
SoR（System of 

Record）

競争領域
SoE（System of 

Engagement）

DXフレームワーク 業務デジタル化のポイント

出典：デジタルトラスフォーメーションの加速に向けた研究会「DXレポート2」令和2年を元に当社にて作成

ノーコード開発ツールのカバーエリア（当社の注力エリア）
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過度なカスタマイズにより陳腐化（レガシーシステム化）した基盤システム
の刷新には、基盤システム本体とカスタマイズ部分を切り離し、カスタマイ
ズ部分をサブシステム化してAPI連携するといった構成の変更が有効です。
従来のカスタマイズ部分は、ノーコード開発ツールでサブシステム化するこ
とが可能です。



当社を取り巻く環境

・ノーコード開発基盤は「IT予算配分の適正化」と「IT人材不足の解消」の切り札となる

・デジタルの民主化＝市民開発者の創出により、DX実現に必要な企業文化・風土の醸成が可能となる

ノーコード開発基盤の果たす役割 ノーコード開発基盤がもたらす効果

デジタルの民主化

“市民開発者の創出”

IT部門へ依頼 要件定義 仕様設計 プログラミング テスト動作確認

現場部門による業務アプリ開発

（従来の開発プロセス）

（ノーコード開発）

工数・期間・コストの大幅圧縮

受託開発中心

過大なカスタマイズ

IT人材不足

非効率な予算配分
（レガシーシステム偏重）

アナログ業務プロセス放置

プロダクト中心

豊富な標準機能で
カスタマイズ不要

IT人材の創出

適正な予算配分
（レガシーシステム予算の削減）

業務プロセスのデジタル化

1 スピード＆コスト

2 トライ＆エラー

3 柔軟なプロセス変更

4 運用負荷の軽減

5 文化・風土の改革

従来のシステム開発と異なり、システムを利用する部門・担当者自
らがシステムを開発することができるため、圧倒的な開発スピード
とコスト削減を図ることができる

短期間かつ僅かな工数でシステム開発ができるため、何度でもトラ
イ＆エラーを繰り返すことが可能

ITベンダー、IT部門に依存することなく、システムの変更ができる
ため、環境変化に応じた業務プロセスの変更に、素早く柔軟に対応
することが可能

システムの運用にIT人材を充てる必要がないため、運用負荷を大幅
に削減することが可能

現場の業務部門スタッフが自らシステム開発を行うことで、業務の
デジタル化が他人事から自分事に変わり、企業内のデジタルに対す
るリテラシーが向上する
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当社のターゲットである
大企業の従業員数

1,485万人（※5）

（4,161社）

8兆7,673億円

対象市場の規模とポテンシャル

1兆4,128億円

当社が属する市場と関連市場の規模

受託開発市場（※1）

（※1）総務省情報流通行政局経済産業省大臣官房調査統計グループ「情報通信業基本調査結果2022年3月29日」
（※2）㈱富士キメラ総研 ソフトウェアビジネス新市場2023年版（SaaS提供形態ソフトウェア48品目の2023年度見込）
（※3）㈱アイ・ティ・アール「ITR Market View:ローコード/ノーコード開発市場2024」ローコード/ノーコード開発・クラウドサービス市場(2025年度予測)
（※4）デロイトトーマツミック経済研究所「ERPフロントソリューション市場の実態と展望【2024年度版】」

国内SaaS市場（※2）

ローコード/ノーコード開発・
クラウドサービス市場（※3）

ERPフロントソリューション
市場（※4）

ローコード/ノー
コード開発・クラ
ウドサービス市場

872億円

ERPフロント
ソリューション市場

1,170億円

当社サービスを提供できる市場規模

・システムインテグレーターが受託開発で請負う基盤システム（ERP）のカスタマイズ要件をSmartDB®にて代替することが可能

・他社のSaaSが機能不足の場合でも、SmartDB®で機能開発を行うことによって代替することが可能

当社サービス価格体系

【ホリゾンタルSaaS】
（SmartDB®/InsuiteX®）

3,564 億円（※6）

（※5）総務省統計局平成26年経済センサスにおいて常用雇用者規模1,000名以上の企業に所属
する常用雇用者数（海外含む）の合計値

（※6）当社クラウドサービスの一人当たり月額利用料を2,000円として試算
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https://mic-r.co.jp/mr/03040/


８ カンパニーハイライト
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ⅰ 各業界のリーディングカンパニーを中心とする顧客基盤

ⅱ 現場部門に支持されるDX推進に不可欠なサービス：SmartDB®

ⅲ 競争優位性のある良好なポジショニング：SmartDB®

ⅳ アップセルによる顧客単価向上を図りやすい課金体系：SmartDB®

ⅴ 大企業に特化した効率的な営業体制の確立

カンパニーハイライト サマリー



ⅰ 各業界のリーディングカンパニーを中心とする顧客基盤

・創業初期から一貫して大企業向けの製品開発に特化し、顧客ニーズと顧客基盤を獲得

・2018年のSaaSベンダー転換後は、競争力のあるプロダクトと顧客基盤を活用し、短期間でSaaS比率を向上させることに成功
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1996年
当社設立

1999年
中小企業向けグループウェア
「INSUITE 99」販売開始

2002年
大企業向け情報ポータル
「INSUITE Enterprise」販売開始

2005年
Webデータベース
「SmartDB」販売開始

2010年
チェーンストア向けSaaS
「Shopらん」販売開始

2014年
「SmartDB」API公開
開発基盤として展開開始

2018年
パッケージソフトウェア販売停止
本格的なSaaSビジネスへ転換

オンプレミス環境で大企業との取引基盤拡充

既存の顧客基盤を活かし本格的にSaaSへ転換

当社の成り立ちとSaaSへの以降 ホリゾンタルSaaSクライアント数：推移

クラウド事業比率/ストック比率：推移

注：ストック売上高はクラウド事業売上高とオンプレ事業に含まれるソフ
トウェアメンテナンス売上高の合計値です。
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49.0%

58.1%
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70.4%

77.3%
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ストック売上高比率 クラウド事業売上高比率



実績が示すBD全体をカバーする広範なマーケット

金融、サービス、製造、流通、運輸、放送、政府・自治体…幅広い業種業態での利用実績

DCR
DX Custom 
Resolution61



大幅なコストを掛けずに、日常業務をDX化
効率運営に貢献

ⅱ 現場部門に支持されるDX推進に不可欠なサービス：SmartDB®

・IT部門に依存することなく、現場部門が主導してDXの基盤となる業務デジタライゼーションを推進することが可能

・日常業務のデジタル化を支える必要不可欠なインフラとして利用されており、結果として高いNRR（売上高継続率）を誇る
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SmartDB®の具体的な利活用例

SmartDB®導入前の課題 SmartDB®導入前の課題

基幹システム以外の現場業務におけるデジタ
ル化ニーズの顕在化

◼ デジタル化ニーズの高まりに、IT部門が応え
きれない

◼ システム化するほどのコストが掛けられな
い、小規模案件への対応が不十分

◼ システム化するまでに時間が掛かり、リリー
スしたころにはニーズが変容

SmartDB®導入後

制度改正頻発の中で、紙対応からデジタルに
置換するニーズの顕在化

◼ 人事部において、既存のERPで対応していた
業務（退職、通勤費、一時金支給等の33業
務）の法令対応、テレワーク対応等のアップ
デートを模索

◼ 業務アップデートにおいて、既存システム改
修での対応は困難

大幅なコストを掛けずに、日常業務をDX化
効率運営に貢献

SmartDB®導入後

・解職申請
・通勤手当申請
・問い合わせフォーム
・退職関連
・赴任手当申請
・住民税関連 等

ホリゾンタルSaaS NRR (Net Revenue Retention）

注：FY2022 Q4に関しては、修正売上継続率にて掲載

（FY2024 Q4)

NRR 117.5%

110.5%

105.3%

120.6%

104.3%
101.1%

115.8%116.5%

99.0%

105.2%
107.9%108.0%

114.2%

123.4%
125.1%

127.0%

123.3%

116.9%117.9%
114.4%

117.5%

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2020 2021 2022 2023 2024
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・ノーコード開発ツールながら受託開発にも引けをとらず、大企業で求められる複雑な要件に対応できる

・学習コストが低く、非IT人材でもスピーディーに開発できるため、市民開発者によるDX推進を実現することができる

ⅲ 競争優位性のある良好なポジショニング：SmartDB®

ノーコード・ローコードツールのポジショニング

大企業向け

中小企業向け

学習コスト

高い 低い

機
能
的
充
足
度

国産ベンダー
ノーコードツール

外資系ベンダー
ローコードツール

縦軸（ターゲット企業の軸）

大企業の業務プロセスをデジタル化するためには、複雑なワー
クフロー、きめ細かい権限設定、高度なセキュリティ対応な
ど、機能的充足度が求められる。

一方、中小企業からはシンプルで使いやすいものが求められ、
大企業向け機能は邪魔になることが多い。

横軸（学習コストの軸）

大企業における「デジタルの民主化」（市民開発者によるDX
推進）を実現させるには、操作性に優れ、学習コストが低い
ツールが必要となる。

外資系ベンダーの提供するローコードツールは、機能的充足度
が高く複雑な要件にも対応できるが、相対的に学習のハードル
が高く、非IT人材が推進する市民開発の実現は難しい。
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SmartDB®
国産ベンダー（ノーコードツール） 外資系ベンダー（ローコードツール）

ワークフロー系 Webデータベース系 開発基盤系 外資系製品

入力フォーム
〇

直感的に作れる

△
制御系ができない

〇

比較的作りやすい

△

コーディング必要

△

簡素

ワークフロー
〇

複雑処理に対応

〇

作りやすい 複雑なフロー不可

△

コーディング必要

△

単純

開発者

〇

市民開発の実現

（非IT人材）

△

簡単な処理を実現

（非IT人材）

△

簡単な処理を実現

（非IT人材）

△

システム部で実現 SIerにて対応

他システム連携
〇

標準で連携可能 作りこみが必要

△

簡易な連携は可能 作り込みが必要

〇

SaaS連携は可能

業務カバー範囲
〇

部門から全社横断まで

△

部門横断は難しい 非常に狭い 作り込みが必要

△

一部業務は
SIerにて実現可能

ⅲ 競争優位性のある良好なポジショニング：SmartDB®と他社製品の差異

・大企業の業務デジタル化に求められる「複雑な処理への対応」と、非IT人材による開発に必要な「直感的な操作性」を両立

・外資系ツールはシステムインテグレーターによる導入・運用が前提となるため、投資効率やベンダー固定化といった点で課題あり

注）各社の公開情報をもとに当社作成



（FY2024 Q4)

ARPA 1,669千円

ⅳ アップセルによる顧客単価向上を図りやすい課金体系：SmartDB®

・顧客が利用する価値に応じて自由に選択できる柔軟性の高いプライシング（ユーザー数・バインダー数をベースとする従量制）

・部門単位での導入により商談期間を短縮し、カスタマーサクセスを通じてアップセルを狙うことが可能
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グループ導入部門導入 全社導入

部門利用
（部門内データベースなど）

全社利用
（稟議・ワークフローなど）

全社利用
（ERPフロントシステム）

全社利用
（基幹業務のサブシステム）

部門利用
（基幹業務のサブシステム）

グループ全体利用
（シェアードサービスなど）

適用業務の数（バインダーライセンス）

業務の複雑性（オプションライセンス）

ユーザー数（ユーザーライセンス）

導入および拡張利用のパターン ホリゾンタルSaaS平均月額利用料（ARPA）

導入時 １年目 ２年目 ３年目 ４年目

導入支援サー
ビス

基本月額利
用料

ユーザー利用料
追加

オプション利用
料追加

クラウド事業

プロフェッショナルサービス事業

SmartDB®の月額利用料向上イメージ

ユーザーライセンス 利用ユーザーに応じて課金

バインダーライセンス アプリケーションに対応するデータベース数に応じて課金

オプションライセンス 他社SaaS連携オプション/API利用オプション/タイムスタンプ利用オプション/検証環境オプションなど



・既存顧客が新規顧客の導入検討を支援（積極的なユーザー訪問受入れ）

・顧客同士の活用事例共有により優良なコミュニティを形成

オンプレミス時代からの顧客との関係性がコミュニティの基盤に

◼ 20年間で培った大企業向け顧客基盤
◼ 長期的な関係性の中で大企業ニーズを的確に把握
◼ 業務デジタル化ニーズを取り込み日常業務で利活用が進む

◼ イベントの主催、協賛を通じて認知獲得
◼ コーポレートページのコンテンツを充実さ

せ問合せ獲得
◼ インサイドセールによる案件発掘
◼ エンゲージメントリード（営業担当者）に

よる案件クロージング

ⅴ 大企業に特化した効率的な営業体制の確立
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優良な顧客基盤の形成

・オンプレミス時代から築き上げた顧客との長期的な関係性が、優良な顧客コミュニティの形成に寄与

・イベントを起点とするプル型マーケティングへの転換と、デジタルツールを駆使した新時代エンタープライズ営業の実現

2010年導入2006年導入 2013年導入

プル型マーケティング＆営業DX

デジタルツールを駆使した新時代エンタープライズ営業の実現

多種多様なデジタルツールで武装しつつ、エンタープライズ市場特有のエモー
ショナルでハイタッチな営業活動を展開

◼ CRM（顧客管理システム）
◼ MA（マーケティングオートメーション）ツール
◼ クラウドPBXシステム（営業トーク解析AIツール）
◼ 顧客・商談データ正規化・統合ツール
◼ 営業資料送付後の追客ツール
◼ 商談日程調整・営業割当自動化ツール
◼ オンライン学習管理システム

2014年導入2010年導入

自社開催オンラインイベントを軸とするプル型マーケティングに特化



９ 成長戦略
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成長戦略

時間

売上高

・主力製品「SmartDB®」を成長ドライバーとして顧客基盤を拡充し、アップセル・クロスセルでオーガニックな成長を図る

・戦略パートナーを拡大し、SmartDB®を扱うことのできる人材の創出を通じて成長を加速する
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M＆Aの案件創出
M＆Aの実施体制を構築し、M＆A活動を加速させる
2025年に担当部署を立ち上げ、本格的にソーシングを開始

戦略パートナーの拡大

SmartDB®パートナープログラムおよび認定資格制度の構築を通じ
て人材の創出を図り、市場開拓を促進する

クロスセルの強化

SmartDB®で関係構築した顧客にInsuiteX®、Shopらん®、DCRを提
案

成長ドライバーSmartDB®の拡販

業務デジタル化領域で顧客基盤を拡充

・部門導入から利活用促進を図り全社展開
・オプションを投入しアップセル
・他社プロダクトとのAPI連携モジュールを投入
・顧客ニーズに則した価格体系の変更

2025 2026 2027
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成長ドライバーSmartDB®の拡販：ユーザー拡大と顧客単価（ARPA）向上

ターゲットの拡大

大企業 取引先海外拠点

グループ企業

中堅企業

（コラボレーターオプション）

・大手企業の社内だけでなく、海外拠点、取引先、グループ企業へ拡大するとともに、中堅企業への展開も視野に入れる

・多様な製品オプションと他社SaaSとの連携オプションを用意し、顧客単価（ARPA：月額利用料）の向上を図る

製品オプションラインナップ 主な他社SaaS連携（オプション/標準対応含む）

種類 内容

ユーザー追加 利用ユーザーに応じて課金

バインダー追加
アプリケーションに対応する
データベース数に応じて課金

ディスク追加 データ容量に応じて課金

API連携
外部システム連携に必要なバイ
ンダートークン数位応じて課金

タイムスタンプ
添付ファイルにタイムスタンプ
を付与する機能

データ一括アップ
ロード

大量データを一括でアップロー
ドする際に利用する機能

業務ダッシュボー
ド

SmartDB®内に格納されたデー
タを可視化する機能

検証環境 検証用の環境の提供

会社名 ソリューション名

マイクロソフト Teams/SharePoint

アマゾン Amazon Business

ドキュサイン DocuSign

Adobe Adobe Sign

Okta Japan Okta Identity Cloud

Sansan Bill One

HENNGE HENNGE One

弁護士ドットコム クラウドサイン

GMOグローバルサイン GMOサイン

NXワンビシアーカイブス WAN-Sign

ウイングアーク1st SVF Cloud

AI Inside DX Suite

ヴァル研究所 駅すぱあと

インフォマート BtoBプラットフォーム

セイコーソリューションズ eviDaemon

リックソフト Workato
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ホリゾンタルSaaS間のクロスセル販売戦略 バーティカルSaaSのクロスセル販売戦略

SmartDB®の利用価値向上に結び付く連携機能の開発によりクロスセルを促進

A）ユーザー認証の統合
ユーザー認証を統合することで管理コストを低減

B）業務ダッシュボード機能
SmartDB®で蓄積したデータを社内ポータルへ掲示し意思決定プロセス迅速化へ

C)チャットボット機能
InsuiteX®のチャットボット機能をSmartDB®でも活用できるように連携

・業務デジタル化ニーズに基づきSmartDB®で開拓した顧客基盤に対してクロスセルを推進

・ユーザー認証機能、業務ダッシュボード、チャットボットなどの機能的連携を進め、顧客の利用価値向上を図る

両製品併用ユーザー例 ホリゾンタルSaaS及びバーティカルSaaS併用ユーザー例

クロスセルの強化

製品間の機能的連携を推進するための開発投資を積極化

A）意思決定結果の迅速な周知
SmartDB®ワークフロー機能で意思決定された結果をShopらん通知機能で周知

B）業務ダッシュボード機能
Shopらん®で蓄積したデータを社内ポータルへ掲示し意思決定プロセス迅速化へ



認定制度の普及と戦略パートナーの拡大

認定制度の普及 戦略パートナーの拡大

・SmartDB®の認定資格制度の普及に注力し、業務アプリケーションの開発・運用に携わることのできる人材創出を図る

・戦略パートナーの拡大は、人材創出、開発基盤としての利用促進、業種特化ソリューション開発の３層に分けて展開する
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パートナー種別

対応する課題

対象

内容

取るべき施策

クラウドソーシング

SmartDB人材の創出

• 市民開発に踏み出すために
人材を提供してほしい

• 市民開発を軌道に乗せるた
めに支援してほしい

• 市民開発したアプリケー
ションをメンテナンスして
ほしい

• 人材派遣業
• クラウドワーカー（個人）

SmartDB導入顧客への
開発支援人材の提供

SmartDB認定資格制度

クラウド
インテグレーション

開発プロジェクト基盤

• ERP刷新プロジェクトにおい
て、カスタマイズ要件をサ
ブシステムに切り出したい

• 受託開発プロジェクトにおい
て、権限管理や承認プロセス
などの汎用機能をパーツとし
て利用したい

システムインテグレーター

• 基幹システム刷新プロ
ジェクトのサブシステム

• 受託開発プロジェクトの
基盤

• 戦略パートナー認定資格
制度

• 機能制限対応
• 新価格体系の導入

ソリューション
プロバイディング

業種特化ソリューション
開発

• 製造業、運輸業、サービス
業などの、各業種に特有の
業務プロセスをテンプレー
ト化し、業務デジタル化を
促進するクラウドサービス
を提供したい

• 事業会社
• コンサルティング企業

• 専門業務、基幹業務向け
ソリューションとしてプ
ロダクト化

• 専門業務テンプレートお
よびアドオンモジュール
の開発

• 新価格体系の導入

SmartDB®を利用して業務デジタライゼーションを推進することがで
きる人材の創出を行う。
企業内の利用者に対するプログラムの他に、開発プロジェクト基盤と
しての活用を促進するため、システムインテグレーターに所属するIT
人材などのプロフェッショナル向けプログラムを用意。

注）上記のほかにSmartDB®の販売（発掘、提案、受注）を担う「セールスパートナー」が存在します



【認定要件と支援内容】

1）認定要件
SmartDB®認定資格の取得者数および案件実績数

2）パートナー支援内容
検証環境の廉価提供、パートナー支援サイト・各種コンテンツの

利用、支援定例会議の実施、問合せ窓口の拡大など

【公認パートナー種別】

1）セールスパートナー
SmartDB®の販売を行う企業向けのパートナープログラム。デジ

タルの民主化を実現したい企業やミッションクリティカルな案件の
発掘、提案、受注までをワンストップで担当する

2）クラウドソーシングパートナー
SmartDB®を導入した顧客の業務をデジタル化し、デジタルの民

主化を実現できるようにサポートをする

3）クラウドインテグレーションパートナー
主に開発プロジェクト基盤に関わるシステムインテグレーター向

けのパートナープログラム。顧客の基幹システム刷新プロジェクト
に必要となるサブシステムや、各種の受託開発プロジェクトを担当
する

4）ソリューションプロバイディングパートナー
製造業、運輸業、サービス業など各業種に特有の業務ノウハウを

持つ事業会社・コンサルティング企業向けのパートナープログラム。
業務プロセスをSmartDB®でテンプレート化しソリューションとし
て提供。審査を通過したソリューションは公式ソリューションとし
て販売可能

成長戦略の進捗（SmartDB®認定パートナープログラム）

・2024年2月より正式に認定パートナープログラムを開始

・認定プログラムを通じ、営業力・プロジェクト推進力の強化、提案パターンの拡大、人材育成などを支援
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公認パートナー（独立系） 公認パートナー（ユーザー系）

賛同パートナー

注）パートナー一覧は順不同です



１０ 主なリスクの説明
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経営において認識される主なリスク
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システム・ネットワーク障害に
ついて

当社グループが顧客に提供している各サービスは、クラウドという
特性上、インターネットを経由して行われており、インターネット
に接続するための通信ネットワークやインフラストラクチャーに依
存しております。これらの環境において、自然災害や事故、プログ
ラム不良、不正アクセス、その他何らかの要因により大規模なシス
テム障害が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは信頼性の高いAmazon 社やMicrosoft社が提供す
るクラウドプラットフォームを利用し各サービスを構築するととも
にバックアップ管理の冗長化やセキュリティ対策の強化を行うなど、
安定的かつセキュアな運用体制を取っております。また、24時間
365日稼働のクラウド監視センターにて各サービスを常時監視し、
障害発生時には定められた手順に基づき復旧作業を実行する等の管
理運用を行い、障害に強い体制を構築してまいります。

技術革新への対応について

当社グループが予期しない技術革新等によりインターネット環境に
急激な変化があり、技術の進歩に起因するビジネス環境の変化に当
社が適切に対応できない場合や新たな技術要素への投資が必要と
なった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす
可能性があります。

多様化する顧客ニーズに応えるべく、最新の技術動向や環境変化を
注視し、新たな技術に対応したソフトウェアやサービスの提供がで
きるよう製品開発活動を継続して実施してまいります。

クラウド市場の展望について

当社グループが事業を展開するクラウド市場は急速な成長を続けて
おり、この市場成長傾向は今後も継続するものと見込んでおります。
しかしながら、経済情勢や景気動向の変化による企業の情報化投資
の抑制や、新たな法規制の導入、技術革新の停滞等の要因によりク
ラウド市場の成長が鈍化するような場合、当社グループの財政状態
及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

クラウド市場の動向について継続的に情報収集を行うとともに、複
数のプロダクトおよびサービスの提供および開発を通じて、外部環
境の変動に強いビジネスモデルの構築を推進してまいります。

知的財産の保護および侵害に
ついて

当社グループでは、提供する各種サービスに係る特許権や商標権を
取得しており、第三者からの侵害を受ける可能性があります。また、
当社が第三者の知的財産権を侵害する可能性もありますが、第三者
の知的財産の状況を正確に調査・把握することは困難であり、知的
財産権侵害とされた場合、その訴訟の内容及び結果や損害賠償の金
額によっては、当社グループの財政状態及び経営成績や企業として
の社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

当社自身の知的財産権の保護に努めるとともに、当社グループの役
職員による第三者の知的財産権の侵害が発生しないよう、啓蒙活動
及び社内管理体制の強化に取り組んでまいります。また当社が提供
する各種サービスが第三者の知的財産権を侵害していないか外部の
専門家と連携し可能な範囲で調査を実施してまいります。

リスク 内容 対応策

個人情報・秘密情報の管理に
ついて

取引先企業の個人情報や秘密情報等の情報資産については、コン
ピュータウイルスへの感染やサイバー攻撃等の不正な手段による外
部アクセス、役職員及び外部委託先の過誤、自然災害の発生等によ
り外部に流出する可能性があります。これらに起因する損害賠償請
求や訴訟が提起された場合、当社グループの財政状態及び経営成績
や企業としての社会的信用に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)及
び個人情報保護マネジメントシステム(PMS)の第三者認証を受ける
とともに、情報セキュリティに関する規程の策定や役職員に対する
定期的な教育の実施、コンピュータ等の情報機器やネットワーク等
の情報通信設備に対するセキュリティ管理の徹底、外部委託先との
秘密保持契約の締結等を行い、当社グループからの情報漏洩を未然
に防ぐ措置を講じてまいります。

中

中

中

中

顕在化の
可能性

中

大

大

大

大

影響度

大

注）詳細については、有価証券報告書（第28期 第2【事業の状況】3【事業等のリスク】）に記載しております。



１１ Appendix（導入事例）
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グループ会社ごとに異なる要件に対応できる開発基盤

博報堂DYグループの「博報堂テクノロジーズ」は、グループ内のIT環境と経営管理シ
ステムの整備を担うテクノロジー戦略会社であり、乱立する社内申請プラットフォー
ムを統合するための基盤としてSmartDB®が採用されました。
グループ全体での利用には、会社ごとに異なる業務要件やコンプライアンス要件に応
えられるシステム基盤が必要であり、複数システムの比較検討を経て、SmartDB®が
採用されました。将来的には基幹システムとの連携も視野に入れ、さらに効率的な業
務環境を構想されています。

SmartDB®の評価ポイント

１．導入実績 ：20,000名以上の利用規模に対する導入実績
２．ワークフロー機能：会社をまたぐ兼務者/出向者を含む承認経路を実現
３．データベース機能：柔軟なデータ管理や用途に応じたデータ表示など機能が豊富
４．幅広い活用範囲 ：一般的な業務から電子帳簿保存法などの法的要件に対応可能
５．容易なアプリ開発：ノーコード開発のため迅速な改修や開発費用の削減を実現
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CASE STUDY 株式会社博報堂テクノロジーズ

社内申請プラットフォームとしてSmartDB®を採用

～国内グループ事業会社の約23,000名が利用するワークフローを統合～

※当社プレスリリースから抜粋



CASE STUDY C-United 株式会社

経営統合後の新業務基盤システムとしてSmartDB®を導入

～PMI（※）における複雑なシステム統合をスピーディーに推進し業務効率化を実現～

マルチブランド経営を支える新業務基盤システム

C-Unitedは、珈琲館、カフェ・ベローチェ、カフェ・ド・クリエなどのカ
フェブランドを運営しています。2021年に株式会社シャノアールと珈琲館株
式会社、2023年には株式会社ポッカクリエイトが合併し、現在11ブランド
約570店舗を展開しています。
経営統合に伴い、異なるオペレーションのバックオフィス業務を統一する必
要がありました。既存のワークフローシステムの改修が困難で、新規システ
ムとの連携も課題でした。これらを解決するため、新業務基盤システムの検
討を開始し、以下の点が評価されSmartDB®の導入が決定されました。

１．システムPMIへの高い適応度
２．使いやすいワークフロー
３．他システムとの豊富な連携機能

2024年10月には旧システムの申請業務と紙での申請業務をSmartDB®へ移行
し、間接業務の作業を年3,000時間相当削減することを目指しています。

※PMI（Post Merger Integration）：M&A（企業の合併・買収）が成立した後に行われる統合作業

※当社プレスリリースから抜粋
77
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CASE STUDY 大阪市高速電気軌道株式会社（大阪メトロ）

全社のDXを支える業務デジタル化基盤としてSmartDB®を採用

～最大5,700 ID（ユーザー）が利用する業務アプリの開発者を社内育成～

業務デジタル化基盤として全社の情報を集約・管理

Osaka Metroは将来の業務アプリ増加を見据え、最大5,700ID（ユーザー）が必要な
アプリを探しやすくするためにSmartDB®を導入しました。SmartDB®は、業務のデ
ジタル化基盤として利用でき、情報を集約・管理し、社内ポータルと組み合わせて発
信するツールです。
「業務ナビ」というアプリを作成し、SmartDB®の業務アプリや他システムへのリン
クと利用用途を管理し、従業員がどのシステムを利用すべきか一目でわかるようにし
ました。今後は、エンタープライズ・ポータル「InsuiteX®」やBIツールとの連携を
強化し、イベント情報の表示や業務情報の分析を通じて、データ活用による経営や事
業運営の進化を目指します。

SmartDB®の評価ポイント

１．標準機能の対応範囲が広くさまざまな紙・Excel業務のデジタル化を実現できる
２．ITの専門的な知識がなくても簡単に業務アプリを開発できる
３．APIが豊富で他システムとの連携が可能、将来的なデータ活用につながる

※当社プレスリリースから抜粋
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システムのあり方を見直し、新たなワークスタイルへと変革
「Notes/Domino」を20年以上利用しており、2,000件ものデータベース（DB）が存

在していました。オフィス以外からの情報共有が困難であることや、情報検索がしに

くい、スマホなど利用環境に合った表示ができず閲覧しにくいなどの課題があり、多

様な働き方を実現する情報システムの整備が求められていました。

そこで、「会社の仕事は全部ここから」できるシステムを構想。ポータルやワークフ

ロー、Webデータベースなどを全体的に見直し、「InsuiteX」および「SmartDB」の

導入に至りました。また、同時にMicrosoft 365の導入を決め、ドリーム・アーツ製品

の豊富な連携機能を活用することで、Notesから脱却し、現代にあわせたワークスタ

イルへの変革を目指します。 

「InsuiteX」および「SmartDB」への移行に際し、2,000件にのぼるDBの利用状況

を確認しながら業務整理を進めるとともに、柔軟なアクセス権の管理が可能となる

ようデータへ意識の整備をすすめていきます。

また、いつでもどこでもスマートなコミュニケーションがはかれるよう、それぞれ

の利用環境に合ったデバイスの活用を可能にしたり、ユーザーごとに表示する情報

をカスタマイズするなど、情報共有のボトルネック解消を図ることで、組織パ

フォーマンスの向上に貢献していきます。 

3,000名のワークスタイル変革を推進

Notesからドリーム・アーツ製品へ移行

CASE STUDY 太平洋セメント株式会社

情報共有の最適化により組織のパフォーマンス向上を目指す



80

CASE STUDY 株式会社 すかいらーくホールディングス

店舗の状況にあわせて
迅速かつ効果的なサポートを実現

顧客満足度と従業員満足度の両輪を支えるIT化戦略

導入前の課題・背景

導入後の効果・メリット

- フォーマット化や画像の活用によって、店舗に「伝わる」通達になった
- タスクが自動で整理されるため、店舗の情報整理が不要になった
- クルーが主体となって店舗運営に参画しやすくなった
- 各店舗の状況を本部・ASVがリアルタイムに把握できるようになった

- システムの制約により、通達がテキスト中心でわかりづらい
- 店舗の情報整理に時間がかかり、作業のヌケモレも発生しやすい
- 通達の確認など情報の取り扱い業務がマネジャーに属人化
- 店舗の進捗状況の把握に時間がかかる
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CASE STUDY 日本調剤 株式会社

「Shopらん」選定理由と今後の期待

「Shopらん」導入を決定するにあたり、次のような効果が期待できることを評価いた
だきました。

本部・エリアマネージャー
- 実施状況がダッシュボードで可視化される
- タスク未実施の店舗だけに再通知が可能に
- 店舗からの報告の自動集計で、取りまとめ作業が不要に

店舗
- 本部からの業務指示が自動的にわかりやすく整理される
- 自店の取り組みを自由に発信できる場がある
- 他店舗での施策や売場写真を参考にできる

また、「Shopらん」の活用は、業務効率化だけに留まらず、売上が好調な優良店舗の
施策を吸い上げ、全国の店舗へ共有できるようになることでスタッフの自律的な取り組
みの促進につながることも期待されています。
日本調剤では「Shopらん」導入により目指す効果として、店舗責任者の情報処理時間
と本部での集計作業時間を削減し、薬局スタッフがこれまで以上に患者さまと向き合う
時間を創出することを掲げています。

DX戦略を掲げる日本調剤、全685店舗に Shopらん® 導入

～店舗での情報処理時間、本部での集計作業時間の削減へ～

←店舗に必要な情報が
自動で整理される
トップページ

←本部が担当店舗の
進捗を管理する
ダッシュボード
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・本資料は情報提供のみを目的として作成しており、当社の有価証券の販売の勧誘や購入に勧誘を目的としたものではありません。

・本資料は一般に公開されている第三者の統計情報等を前提として作成しております。当社はこれらの情報の正確性、完全性、適切性を検証しておらず、何ら保証
するものではありません。

・本資料には、将来の方針や見通しに関する記述が含まれております。これらの方針や見通しに関する記述は、本資料の日付時点の情報に基づいて作成しておりますが、
多様なリスクや不確実性が含まれており、将来の業績や結果の達成を保証するものではありません。

・当資料のアップデートは、通期決算発表と併せて毎年2月に行う予定です。
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